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 ［法人運営の部］ 

診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       
及び改善方針 

 

１．役員等 

(1)理事・監事 

①名簿、履歴書､就任承諾書

等が作成、保存されてい

るか｡(就任承諾書を再任

の都度徴しているか。履

歴書を更新しているか｡) 

 

②欠員はないか。補充手続

は適切か｡(理事は定数の5

分の1、監事は定数の2分

の1を超えるものが欠けた

時、１か月以内に補充) 

 

③適格性を有しているか。 

 ア 欠格事由に該当しな

  いか。 

  

イ 監事は、理事、評議

  員又は法人の職員（設

  置する学校の教職員を

  含む）等を兼ねていな

  いか。 

 

④理事は選任区分に従って

適切に選任されているか｡ 

 

⑤任期満了に伴う再任手続

等は適切か。 

 

⑥役員変更に係る役員等変

更届出は提出されている

か。（再任を除く） 

 

⑦法人に係る登記事項は登

記されているか。 

 …代表権者の住所氏名、

 資産の総額（毎年度）等 

 

 

 

寄附行為 

 

 

 

 

 

私18 

私34、50 

寄附行為 

 

 

 

 

私31 

私46 

 

 

私46-2 

 

 

 

 

 

私18 

私30、31 

寄附行為 

私30、32 

寄附行為 

 

私則61 

 

 

 

私22 

組令2 

〃  3 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

                 

 

ア．は い  イ．いいえ                           

 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

ア．は い  イ．いいえ            

・変更届受理年月日（最新） 

    令和6年6月1日 

 

ア．は い  イ．いいえ  

・資産の総額の変更登記（最新） 

    令和7年6月26日 
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診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       
及び改善方針 

 

 

⑧役員報酬を支出している

場合、その報酬額はいく

らか。 

 

 

 

⑨役員報酬の額は、役員に

対する報酬等の支給基準

に従って、適切に決定さ

れているか。 

 ※寄附行為にて無報酬で

ある旨を定めている場合

を除く 

 

(2)評議員 

①名簿、履歴書､就任承諾書

等が作成､保存されている

か｡(就任承諾書を再任の

都度徴しているか。履歴

書を更新しているか。） 

 

②欠員はないか。補充手続

は適切か。 

 

③選任区分に従って適切に

選任されているか。 

 

④任期満了に伴う再任手続

等は適切にされているか｡ 

 

⑤評議員変更に係る役員等

変更届出は提出されてい

るか。（再任を除く） 

 

⑥評議員報酬の額は、評議

員に対する報酬等の支給

基準に従って、適切に決

定されているか。 

 ※寄附行為にて無報酬で

ある旨を定めている場合

を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附行為 

私36-3 

私100 

 

 

 

 

 

 

寄附行為 

 

 

 

 

 

私18、65 

寄附行為 

 

私61、62 

寄附行為 

 

私61、63 

寄附行為 

 

私則61 

 

 

 

寄附行為 

私36 

私100 

 

 

役員報酬の額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 役 職 名      報 酬 月 額       

 

 

理事長 420,000(年額) 
園長 420,000(年額) 
  
 

ア．は い  イ．いいえ           

 

  理事会等決定年月日（現行報酬） 

      令和4年5月30日 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

・変更届受理年月日（最新） 

    令和6年5月30日 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

  理事会等決定年月日（現行報酬） 

    令和6年5月30日 
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診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       

及び改善方針 
 

２．理事会・評議員会 

(1)理事会 

①理事会を適切に招集して

いるか。(日時､場所､議案

を明記した書面等で原則7

日前に通知しているか) 

 

②予算及び事業計画が毎会

計年度開始前に理事会に

諮られているか｡(事業計

画書について、書面等で作

成の上、理事会に諮られて

いるか) 

 

③決算及び事業の実績が私

立学校法の規定する期間

を遵守し、理事会に諮ら

れているか。(事業報告書

について、書面等で作成の

上、理事会に諮られている

か) 

④生徒(園児)募集､納付金値

上げ､多額の借財､基本財

産の処分等重要事項が理

事会に諮られているか。 

 

(2)評議員会 

①評議員会を適切に招集して

いるか。(日時､場所､議案

を明記した書面等で原則7

日前に通知しているか) 

 

②予算、多額の借財及び 

 重要な資産の処分に関す 

る事項等についてあらか

じめ評議員会の意見を聞

いているか。(事業計画書

について、書面等で作成の

上、評議員会の意見を聞い

ているか) 

 

③決算及び事業の実績が私

立学校法の規定する期間

を遵守し、報告及び意見

を聞いているか｡(事業報

告書について、書面等で作

成の上、評議員会の意見を

聞いているか) 

 

私41 

寄附行為 

 

 

 

 

私36 

寄附行為 

 

 

 

 

 

私103、 

私104 

寄附行為 

私附則4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私70 

寄附行為 

 

 

 

私36、99 

 

 

 

 

 

 

 

 

私105 

寄附行為 

私附則4 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ     

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ       

 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ 

 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ       
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診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       

及び改善方針 
 

 

(3)議事録 

①議事録は整備されている

か。(日時､場所､出席者等

内容が明示されているか) 

 

②理事会の議事録について､

書面で作成した場合は寄

附行為で定められたもの

が署名等しているか。 

（署名の場合は自筆） 

 

③評議員会の議事録につい

ては、書面で作成した場

合は寄附行為で定められ

たものが署名等している

か。 

（署名の場合は自筆） 

 

 

私43、78 

寄附行為 

 

 

 

寄附行為 

 

 

 

 

 

寄附行為 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．監事の職務 

①理事会及び評議員会に出

席しているか。 

 

②監査を適切に行っている

か。 

・学校法人の業務の監査 

・学校法人の財産の状況

  の監査 

・理事の業務執行の状況 

 

③監査の結果はどうか。 

 

 

 

④監査報告書を作成し、私

立学校法の規定する期間

を遵守し、理事会及び評

議員会あてに提出してい

るか。 

（監査報告書に、「学校法

人の業務及び財産の状況

並びに理事の職務の執行

の状況」について監査し

た旨明記されているか） 

 

 

 

私52 

 

 

私52 

寄附行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私56、104 

私附則4 

 

 

ア．は い  イ．いいえ 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 ・令和6年度に係る監査実施状況 

    令和7年5月29日 

    

 ・令和7年度に係る監査実施状況 

    令和8年6月25日 

 

ア．意見・指摘事項なし             

イ．意見・指摘事項あり             

 （内容等          ） 

 

ア．は い  イ．いいえ 
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診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       

及び改善方針 

 

４．会計監査人 

①大臣所轄学校法人等に該

当し、又は任意で会計監

査人を置くことを寄附行

為で定めているか。 

 

 

②名簿、履歴書､就任承諾書

等が作成、保存されてい

るか｡ 

 

 

③評議員会の決議によって

選任しているか。 

 

 

④適格性を有しているか。 

  

 

⑤会計監査人変更に係る役

員等変更届出は提出され

ているか。(再任を除く) 

 

⑥計算書類等の監査を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

⑦監査の結果はどうか。 

 

 

 

 

⑧会計監査報告書を作成し

、監事及び理事会あてに

提出しているか。 

 

 

 

私18、144 

寄附行為 

 

 

 

 

寄附行為 

 

 

 

 

私80 

 

 

 

私81 

 

 

私則61 

 

 

 

私104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私86、104 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ   ５．へ 

 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ            

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ            

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

・変更届受理年月日（最新） 

    年  月  日 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 ・令和6年度に係る監査実施状況 

    令和7年5月29日 

・令和7年度に係る監査実施状況 

    令和8年6月25日 

 

 

ア．意見・指摘事項なし             

イ．意見・指摘事項あり             

 （内容等          ） 

 

 

ア．は い  イ．いいえ           

 

  

 

５．規程等の整備状況 

(1)寄附行為の整備・保存は

適切か。 

 

 

 

私27 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ  

認可年月日（最新） 

    令和7年4月1日 

  

「大臣所轄学校法人等」とは、文部科学大臣

が所轄庁である学校法人及びそれ以外の学校

法人でその事業の規模又は事業を行う区域が

政令で定める基準に該当するものをいう。 



- 6 -   

診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       

及び改善方針 

 

(2)役員報酬等の支給の基準

が定められているか（あ

らかじめ評議会の意見を

聴いたうえで理事会に諮

られているか）。 

※寄附行為にて無報酬であ

る旨を定めている場合を除

く 

 

(3)法人等が定めるべき諸規

程が整備されているか。 

 

①就業規則 

・労働基準監督署に届け 

出ているか。（労働者が  

常時10人以上の使用者） 

 

・定年の定めがあるか。 

 

 

 

②育児休業規程 

③介護休業規程 

④給与規程 

⑤退職金規程 

⑥旅費規程 

⑦経理規程 

⑧固定資産等管理規程 

⑨文書処理規程 

⑩その他 

 

 

(4) 諸規程の内容は現行法 

令や実態と整合している 

か。 

①法改正等に伴う整備がさ

れているか。 

ａ.育児休業規程(R7改正有) 

 ※産後パパ育休・2回まで

分割して取得可能（R4.

10.1),子の看護等休暇

について小学校３年生

終了まで等範囲拡大（R

7.4.1） 等 

 

私36 

 

 

 

 

 

 

 

 

労基法89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S58.7.29

付け文管

企第 207

号文部事

務次官通

知（学校

法人の管

理運営の

適正確保

について 

1-(2)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ  

  

理事会決定年月日（支給基準） 

      令和4年5月30日 

 

 

 

 

 

ア．は い  イ．いいえ  

 

 

ア．は い    

 ・届出年月日 令和7年3月31日 

イ．いいえ 

ウ．届出の必要なし   

 

ア．は い  イ．いいえ 

     年齢65歳 

   ※継続雇用制度（ 有： 無） 

 

ア．は い  イ．いいえ 

ア．は い  イ．いいえ 

ア．は い  イ．いいえ 

ア．は い  イ．いいえ            

ア．は い  イ．いいえ 

ア．は い  イ．いいえ 

ア．は い  イ．いいえ          

ア．は い  イ．いいえ           

ア．は い  イ．いいえ 

 

 

ア．は い  イ．いいえ            

 

 

ア．は い  イ．いいえ 

 

現行法令や実態と整合していない規程 

 ① 

 ② 

 ③ 

 ・ 

 ・ 
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診 断 事 項         根 拠 等     学 校 法 人 に お け る 状 況               
未実施内容       

及び改善方針 

 

ｂ.介護休業規程(R7改正有) 

 ※通算93日まで、3回を上

限として分割取得が可

能(H29.1.1),介護のた

めのテレワーク努力義

務化（R7.4.1） 等 

 

 

②その他の規程 

 

   

 



［財務会計の部］
＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

１． 会計処理の状況
(1)

経理規程、会計帳簿等 ア．経理規程あり
① 経理規程及び施行細則

は整備されているか。

② 複式簿記の原則により
、必要な会計帳簿が整
備されているか。

（ア）主要簿

　・元帳　　　　　総勘定元帳

　　　　　　　　　資金収支元帳

  ・仕訳帳（会計伝票で代用含む。）

（イ）補助簿

・現金出納帳　　　　・預金出納帳

・基本保育料台帳　　・給与台帳

・特定保育料台帳　　・借入金台帳

・基本金台帳

・固定資産台帳  土地台帳、建物台帳

備品台帳、図書台帳

③ 財務計算書類の勘定科
目は､学校法人会計基準
に準拠して設定されて
いるか｡

(2) 現金の管理
①

現金出納簿の残高と手
許現金の残高との照合
を経理責任者と定期的
に行っているか。

② ア．している

（経理責任者名　石垣康典）

（経理担当者名　江上恵子）

イ．していない                    

(3) 予算の管理
① 人件費・経費等の大科

目において決算額が予
算額を超えていないか
。

②
予算計上されていない ア．な　い　　イ．あ　る          

多額の支出はないか。

ア．予算内である

イ．予算額を超えている

診　断　事　項 学校法人における状況

　　　　施行細則は（　あり　なし　）
イ．経理規程なし    

ア．は　い　　イ．いいえ
整備されている帳簿(該当するものを○で囲む)

ア．準拠している

イ．準拠していない

根拠等

旧会基準2
新会基準2

旧会基準
10,19,33
新会基準21
,27,36

ア．行っている
　　　（毎日・週　　回・月　　回）
イ．行っていない

照合した結果は、帳簿
への押印等により経理
責任者の承認の記録が
明確にされているか。
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

２． 納付金等の収納管理
(1) 特定保育料
① ア．は　い         

イ．いいえ →（２）へ

② ア．は　い　　イ．いいえ          

③ ア．は　い　　イ．いいえ          

④ 特定保育料は、学則に
定められた金額と一致
してるか。

⑤ 決算書・元帳に記載さ
れた金額は正確か。

＜令和7年度＞ 特定保育料

人 円 円

人 A 円

B

Ａ欄と決算書の額が一致　（　している　　していない　）

Ｂ欄の額が未収金に計上されて　（いる　　いない）

＜令和8年度＞ 特定保育料 （5月1日現在）

人 円 円

人 A 円

Ａ欄と総勘定元帳の額が一致　（　している　　していない　）

0

4,055,000

8,053,500

12,248,500

24,357,000

入園費

施設設備充実費

給食費

51 4,055,000

4,055,000

未納額

合計

合計

未納額

旧会基準2
新会基準2

入園手続者名簿、特定
保育料台帳等が整備さ
れているか。
途中入園者は正確に把
握されているか。

診　断　事　項 学校法人における状況根拠等

特定保育料を徴収して
いるか。

教則 4-1 ア．一致している
イ．一致していない   

費　目 人 数 保育料 納付金額

保育料 納付金額人 数費　目

入園金

施設設備充実費

給食費

69
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

(2) 寄付金収入 　令和６年度、令和７年度において、

寄付金収入が（　ある　ない→(4)へ）

↓
① 募集について、理事会

、評議員会及び募集委
員会等権限のある機関
の承認を受けているか
。

② 募集要項、募集趣意書
等は作成されているか
。

ア．は　い　　イ．いいえ          

③ 現物寄付は、当該資産
の取得のために通常要
する価額で収入が計上
されているか。
　また、寄付を目的と
する多額の値引き等が
行われた場合、通常の
取得価格との差額を現
物寄付金として処理し
ているか。

④
寄付金名簿、寄付金台
帳、受領書控等の書類
が整備されているか。

ア．は　い　　イ．いいえ          

(3) 補助金収入

① 決算書の県補助金額と
交付決定額は一致する
か。

② 補助金に関する書類は
整備され、適正に保管
されているか。

３ ．補助活動の状況

①

１

２

３

② 補助活動事業の収支に
係る証ひょう類及び補
助簿は整備されている
か。

４ ．事業活動の状況

① 施設設備利用料収入に
係る契約は締結されて
いるか。

② 事故等のリスク負担は
定めてあるか。

ア．は　い　　イ．いいえ          　

旧会基準25
新会基準7

〃

ア．は　い　　イ．いいえ
ウ．現物寄付はない。

ア．は　い　　イ．いいえ 
ウ．寄付を目的とする多額の値引き等はな
い。

給食、スクールバス、
用品販売、売店等に係
る収支は補助活動事業
として会計処理されて
いるか。

ア．は　い　・決議年月日
　　　　　　（　　　　年　　月　　日）
イ．いいえ

ウ．募集を行っていない。→③へ

根拠等 学校法人における状況

学校会計委
員会報告第
39号

学校法人委
員会報告第
39号

診　断　事　項

ア．は　い　　イ．いいえ    

ア．は　い　　イ．いいえ          

ア．は　い　　イ．いいえ          
ウ．県補助金の交付はない。

補助金交付
要綱

ア．は　い　　イ．いいえ          

ア．は　い　　イ．いいえ 
・補助活動実施状況

旧会基準5
新会基準4
学校会計
委員会報
告第22号

預り保育おやつ代

教材・園服類販売

バス代他
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③ 契約額を施設設備利用
料として収入している
か。

ア．は　い　　イ．いいえ
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

５ ．支出の管理状況

(1) 人件費支出

① 給与は､給与規程等に基
づいて支払われている
か。

労基法24
ア．は　い　　イ．いいえ          

② 給料表を作成している
か。

ア．は　い　　イ．いいえ          

③ 給与改定を実施してい
るか。

ア．は　い　　イ．いいえ          

月

（円）

④ ア．は　い　　イ．いいえ          

7 月 ケ月

12 月 ケ月

3 月 ケ月

ケ月分

⑤ ア．は　い　　イ．いいえ          

ア　財団給付

イ　財団給付＋独自加算

ウ　独自基準

⑥ 給与台帳、一人別源泉
徴　収簿等が整備され
ているか。

ア．は　い　　イ．いいえ          

⑦ 源泉所得税、社会保険
料等は、遅滞なく適正
に支払われているか。

⑧ 現金で交付する場合が
あるか。

ア．あ　る 　受領印を 徴している

イ．な　い 徴していない

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況

改定時期　　　　　月

改定率(額)

退職金は、退職金支給
規程に基づいて支払わ
れているか。

私学教育振興財団加入 有 ・ 無

支給

※教職員の基本給（月額）
と日本私立学校振興・共済
事業団に報告している額が
一致しているか。

ア．一致している。

イ．一致していない。              

※加入人員(教員28人・職員6人)

4

12,000

2.1

2.6

0.5

5.2合計

支給月 支　給　割　合

賞与を支給しているか
。

基準

(該当

に○)

ア．は　い

イ．いいえ          

[　　　　　　　　　　　  ]
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

(2) 経費支出
① ア．承認を受けている

・　支出伺による

・　会計伝票による

・　その他（　　　　　　　　　　）

イ．承認を受けていない
　

② ア．保存、整備している
イ．保存、整備していない

③ 現金(預金)出納帳の記
帳に遅れ､漏れ等はない
か。

ア．な　い　　イ．あ　る          

④ 旧会基準2 ア．明確に区分している
新会基準2 イ．個人等の経費が混在している    

６ ．資産関係会計処理
(1) 現金及び預貯金 旧会基準2

新会基準2
・銀行等への預貯金及び現金の状況

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

計
a

円 円

(2) 固定資産
① 有形固定資産の範囲に

ついて、経理規程及び
同施行細則に一定金額
以上とする金額の定め
がある

ア．は　い　　イ．いいえ          

か。(３万円以上10万円
以下の範囲で具体的に
定められているか。）

120,467,64159,511,956

※現　在　高

（6月26日）

334,492

59,177,464

前年度末残高

120,017,155

450,486

預貯金

種　別

千葉興業銀行 柏支店 普通

経費の支出について、
文書による支出伺(物品
購入伺等)又は会計伝票
により理事長又は会計
責任者の承認を受けて
いるか。

納品書、請求書、領収
書等証ひょう類は保存
、整備されているか。

学校経費と個人等の経
費との区分は明確か。

　ａ欄の額が、決算書の現金預金の額（59,511,956円）と一致してい
るか。

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況

S56.1.31付
け学第310
号
総務部長通
知

現　金

金融機関名 支店名

　現金及び預貯金の残
高は、正確に決算書及
び元帳に記載されてい
るか。
（引当特定資産（預金
）を除く。）
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

② 経理規程 ア．は　い　　イ．いいえ          
ウ．該当がなかった。

③ 減価償却計算は正しく
行なわれているか。

ア．は　い　　イ．いいえ          

(3) 有価証券
ア．有価証券を保有していない→(4)へ
イ．有価証券を保有している

・有価証券の保有状況

円

円

円

円

円

計 円

(4) 引当特定資産（預金） ア．計上していない                
イ．計上している

(5) 資産運用

私36 ア．理事会の議決を経ている

(旧私36) 　理事会決議年月日　令和7年5月29日

寄附行為 イ．理事会の議決を経ていない

ウ．該当なし

経理規程及び同施行細
則に定める一定額以上
の固定資産の取得につ
いて、指名競争入札に
付し、売買契約又は工
事請負契約が結ばれて
いるか。

有価証券の種類 取得年度 取得価格 元本保証の有無

ストリップス債 有・無

の名称

令和6年度

前年度末残高

　有価証券の購入、引
当特定資産への繰入等
の資産運用支出は、理
事会の議決を経ている
か。

固定資産台
帳

　第２号基本金、減価
償却累計額、退職給与
引当金等に対応する引
当特定資産（預金）が
計上されているか。

　元本が保証されてい
ない有価証券を保有し
ていないか。

預　け　先
支店名

有・無

有・無

有・無

有・無

特定資産（預金）
（金融機関名）

10,000,000

120,000,000

定期預金

定期預金

種　別
預貯金

千葉興業銀行

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況

柏支店

柏支店

39,986,016

退職金引当特定資産

園舎建設引当特定資産 千葉興業銀行
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

(6) 未収入金
① ア．令和６年度末現在、未収入金はない

→(7)へ
　
　イ．令和６年度末現在、未収入金がある

・未収入金の状況 （3月31日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

② ア．な　い　　イ．あ　る          

(7) 仮払金等
① ア．仮払金等はない→７へ

イ．仮払金等がある

・仮払金等の状況

円 円

円 円

円 円

円 円

② 長期にわたるものはな
いか。

ア．な　い　　イ．あ　る          

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況

前期(令和６年度)の未
収入金は当期(令和７年
度)に回収されているか
。

項　　　目 未収入金 当期収入状況

計

県・市補助金

長期にわたり未収状態
のものはないか。

仮払金、立替金、貸付
金の内容は適切か。

220,000

2025/3/19 220,000

0

0

計

仮払・立替・貸付
の種類・内容

発生年月日

77,906,773

補助活動収入他

27,271,622

50,502,051

133,100

施設型給付金

立替金

収入年月日

前年度末残高
現　在　高
（5月27日）

77,906,773

27,271,622

50,502,051

133,100

R8.4.7他

R8.5.1他

R8.4.10他
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

７ ．負債関係会計処理
(1) 長期借入金 ア．長期借入金はない→(2)へ
① (旧私36)

イ．長期借入金がある

・長期借入金の状況

千葉興業銀行 円 円

千葉興業銀行 円 円

千葉興業銀行 円 円

円 円

円 円

　合計 円 円

② 借入証書、金銭消費貸
借契約書は作成保管さ
れているか。

ア．は　い　　　イ．いいえ        

③ 借入金台帳等により返
済が管理されているか
。

ア．は　い　　　イ．いいえ        

(2) 短期借入金 ア．短期借入金はない→(3)へ

イ．短期借入金がある

① 短期借入金に計上され
ているが、実態は長期
借入金となっているも
のはないか。

・な　い　　・あ　る          

② 借入金台帳等により返
済 ・い　る　　・いない
が管理されているか。

(3) 学校債 ア．学校債はない→(4)へ

イ．学校債がある

　　学校債は、学校債原簿が整備され、

　残高が明確にされて

　　・い　る　　・いない

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況

私36
長期借入金の借入はあ
らかじめ評議員会の意
見を聞いたうえで理事
会で議決しているか。

決年月日
借入残高借　入　先 当初借入額 借入の目的

理事会議
年月日

担保の
概　要

借　入

248,014,000

無

無

無

322,000,000

土地購入資金

園舎改修資金

新園舎建築資金

2014/6/30

2014/6/30

#######

100,000,000

35,000,000

187,000,000

41,344,000

19,670,000

187,000,000
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針

(4) 未払金
① ア．令和６年度末現在、未払金はない

→８へ
　
　イ．令和６年度末現在、未払金がある

・未払金の状況（3月31日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

② 長期にわたり未払とな
っているものはないか
。

ア．な　い　　イ．あ　る          

８ ．基本金関係会計処理
(1) 第１号基本金
① 旧会基準30 ア．は　い　　イ．いいえ          

新会基準13
ウ．該当なし

② ア．は　い　　イ．いいえ           

ウ．該当なし                       

(2) 第２号基本金及び第３
号基本金 旧会基準30

新会基準13
① ア．は　い

    ・理事会決議年月日

      （　　年　　月　　日）

イ．いいえ

ウ．該当なし

② ア．は　い　　イ．いいえ          

ウ．該当なし
（６(4)に記載すること
。）

(3) 基本金の取崩し 旧会基準31 ア．は　い　　イ．いいえ          
新会基準14

ウ．該当なし

基本金に対応する引当
特定資産は適正に管理
されているか。

　基本金の取崩しは適
正に行われているか。

前期(令和６年度)の未
払金は当期(令和７年度
)に支払いが終了してい
るか。

所定福利費

委託給食費

消耗品費

委託手数料他

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況

取得原資が借入金や未
払金の場合、当該年度
の組入高、未組入高は
適正か。

取替更新があった場合
の組入れ及び繰延べ又
は取崩しの処理は適正
か。

組入れに係る計画表が
作成され、適正に組入
れが行われているか。

2,372,997

2,475,809

6,706,561

4,899,061

16,454,428計

未　払　金 当期支払状況

2026/5/27

2,372,997

2,475,809

6,706,561

4,899,061

16,454,428

2026/5/27

支払年月日

2026/4/28

2026/4/14

項　　　目
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＊複数の学校を設置している場合は、学校ごとに別紙に記入してください。（学校名 ホザナ幼稚園）

未実施内容

及び改善方針
９ ．財務計算書類と財務

情報の公開等
(1) 各書類間の関連科目の

金額は整合しているか
。

① 資金収支計算書と事業
活動収支計算書

ア．は　い　　イ．いいえ　

 
② 貸借対照表と資金収支

計算書及び事業活動収
支計算書

ア．は　い　　イ．いいえ　

③ 貸借対照表の脚注と附
属明細表

ア．は　い　　イ．いいえ　

(2) 貸借対照表の脚注は適
切か。 旧会基準34

ア．は　い　　イ．いいえ   

新会基準40
※前年度に重要な会計
方針等の変更があった
か。

ア．有　　　　イ．無

※前年度に関連当事者
に係る取引があったか
。

ア．有　　　　イ．無

(3) 財務情報の公開等につ
いて

私137

① 次の書類を作成してい
るか。

ア．は　い　　イ．いいえ   

ア .財産目録 　
イ .貸借対照表
ウ .収支計算書
エ .事業報告書
オ .監事による監査報告書

② ①の書類について，利
害関係人から請求があ
った場合に閲覧に供せ
られるように整理し、
各学校に備え付けてあ
るか。

ア．は　い　　イ．いいえ

※ 前年度に閲覧請求があ
ったか。

ア．は　い　　イ．いいえ 

　　　　　　　請求件数　　　件

　　　　　　　閲覧件数　　　件　
　　　

診　断　事　項 根拠等 学校法人における状況
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